


第3四半期累計業績 

  連結営業収益：１兆2,577億（前期差＋113億 伸率＋ 0.0％） 

  連結営業利益：          500億（前期差▲242億 伸率▲32.6％） 



 

１．創業100周年記念配当 

  2019年11月29日をもって創業100周年を迎えることができ、これまでご支援いただいた 

  株主の皆さまに感謝の意を表するため記念配当を実施 

      

２．自己株式取得・消却 

・  これまで以上に資本効率を重視した経営に取り組む方針のもと、適時適切な資本政策を 

    通じ、安定的な配当と機動的な株主還元策を検討 

・  その方針に従い、500億円の自己株式の取得と消却を実施 

         

３．ヤマトリース株式会社の共同事業化 

  パートナーとの連携による更なる事業成長、企業価値の向上を目指す 



１．営業収益 1兆2,577億（前期差＋1億） 

（１）デリバリー事業： プライシングの適正化等により増収 

（２）ノンデリバリー事業： スポット案件の反動減、新規案件獲得の遅れ、 

  引越サービス休止の影響などにより減収 

 

２．営業利益      500億（前期差▲242億） 

  営業費用の増加を、営業収益の伸びで吸収できず減益 

 

３．営業外損益 ▲32億（前期差▲25億） 

（１）営業外収益 18億（前期差▲  0億） 

（２）営業外費用 50億（前期差＋25億） 

   ・ 持分法適用会社の投資損失  38億（前期差＋23億） 

 





第３四半期（10～12月）は対前年の減少幅拡大（▲4.3％） 

・ 台風など自然災害による影響、消費増税後の個人消費の低迷、大口法人顧客の 

      取扱数量減少、国際情勢の不透明化に伴うB to B貨物の出荷減少等により苦戦 





2019年3月期第４四半期以降の取扱数量が弱含みで推移している中、推進してきた 

コストコントロールの成果が結実しつつある 

 

営業費用全体での伸率も鈍化し、2020年3月期第3四半期では前年割れまで漕ぎつけること
ができた 



１．人件費  ＋  45億（＋2.1％） ：集配体制の構築に向けた増員など 

（１）社員給料 ＋  81億（＋5.6％） 

（２）賞与関連 ▲  20億（▲7.8％） 

（３）厚生・法定福利費 +     4億（＋1.5％） 

 

２．下払経費  ▲125億（▲7.2％） 

（１）委託費  ▲  77億（▲10.9％） ：業務量に応じた戦力配置の最適化を推進し、 

     外部配達委託に係る費用を抑制 

（２）傭車費  ▲    4億（▲0.8％） ：幹線輸送の効率化 

（３）下払経費その他 ▲  43億（▲9.2％） 

 

３．車両費  ▲    1億（▲1.0％）  

（１）燃料油脂費 ▲    4億（▲7.1％） ：燃料単価下落 

（２）車両修繕費 ＋    3億（＋5.0％） 

 

４．その他経費  ＋  50億（＋5.5％） 

（１）減価償却費 ＋    5億（＋4.1％） ：車両や機械装置、建物など 

（２）コンピュータ費 ＋  12億（＋12.8％） ：第8次NEKOシステムに係る費用など 

（３）施設使用料 ＋    9億（＋5.2％） ：宅配便ロッカーなど 

（４）諸修繕費 ▲    6億（▲15.5％） ：「働き方改革」推進による環境整備が一巡 

 





１．人件費  ＋245億（＋4.0％） ：集配体制の構築に向けた増員など 

（１）社員給料 ＋216億（＋5.1％） 

（２）賞与関連 ＋    1億（＋0.1％） 

（３）厚生・法定福利費 ＋  46億（＋5.4％） 

 

２．下払経費  ▲211億（▲4.4％） 

（１）委託費  ▲169億（▲8.6％） ：外部配達委託に係る費用を抑制 

（２）傭車費  ＋  33億（＋2.2％） ：傭車単価上昇等 

（３）下払経費その他 ▲  75億（▲5.7％） 

 

３．車両費  ＋    5億（＋1.4％） 

（１）燃料油脂費 ▲    6億（▲3.3％） ：燃料単価下落 

（２）車両修繕費 ＋  11億（＋6.3％） 

 

４．その他経費  ＋177億（＋7.0％） 

（１）減価償却費 ＋  35億（＋9.9％） ：車両や機械装置、建物など 

（２）コンピュータ費 ＋  29億（＋10.4％） ：第8次NEKOシステムに係る費用など 

（３）施設使用料 ＋  28億（＋5.4％） ：車両リース、宅配便ロッカーなど 

（４）諸修繕費 ＋  20億（＋18.9％） ：「働き方改革」の推進による環境整備など 

 





１．営業収益：1兆6,300億（前回予想差▲400億） 

（１）デリバリー事業 

  宅急便（除くネコポス）、ネコポスとも単価は上昇しているものの、宅急便（除くネコポス）の数量が 

  弱含みで推移していることを踏まえ、前回予想を変更 

  

（２）ホームコンビニエンス事業 

  9月より、個人のお客様を対象とした新たな単身者向け引越サービスを提供開始したが、 

  他の引越サービスの再開が未定のため前回予想を変更 

  

（３）BIZ-ロジ事業、フィナンシャル事業 

  足元の状況を踏まえ、前回予想を変更 

        

２．営業利益：400億（前回予想差▲220億） 

  業務量に応じた戦力配置の適正化による、人件費、下払経費を中心としたコストコントロールの推進 

  により、営業費用は前回予想差▲180億とし、営業利益は前回予想差▲220億 

  

３．経常利益：370億（前回予想差▲220億） 

  営業利益予想の変更を踏まえ、前回予想を変更 

 

４．親会社株主に帰属する当期純利益：200億（前回予想差▲120億） 

  経常利益予想の減額に伴い、前回予想を変更  



１．営業費用全体：前回予想から180億減少 

（１）人件費：▲50億 

       業務量に応じた戦力配置の適正化によるコストコントロールの推進に伴い、従業員数の予想を 

    前回予想から減少させたことを踏まえ、前回予想を変更 

            

（２）下払経費：▲140億 

  ① 委託費：▲30億 

    業務量に応じた戦力配置の適正化によるコストコントロールを踏まえ、前回予想を変更 

  ② 傭車費▲30億 

    幹線輸送効率化の推進を踏まえ、前回予想を変更 

  ③ その他▲80億 

    足元の状況を踏まえ、前回予想を変更 

    

（３）その他経費：▲70億 

    設備投資の足元の状況を踏まえ、減価償却費を前回予想から変更したほか、その他の費用についても 

    足元の状況を踏まえ前回予想を変更 

 

２．設備投資 

    足元の投資の状況を踏まえ、前回予想から150億減少（850億→700億） 



・ 財務の健全性に配意しつつ、資本効率やキャッシュフローの状況などを踏まえ、今般、 

   現中期経営計画の期間中において実施していなかった「自己株式の取得」と、 

      100周年という節目での「記念配当」を合わせた、株主還元を実施 

 

・ 今後も、株主価値の向上に向け、これまで以上に資本効率を重視した経営に取り組む 

      方針のもと、投資とのバランスに配慮しつつ、適時適切な資本政策を検討し、 

      安定的な配当と機動的な資本政策を実施していく 
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